
   あきる野市工場立地法に係る届出事務処理要領 

 （目的） 

第１条 この要領は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下「法」という。）、工場立地の調査等

に関する法律の一部を改正する法律（昭和４８年法律第１０８号。以下「一部改正法」という。）、工

場立地法施行令（昭和４９年政令第２９号）、工場立地法施行規則（昭和４９年大蔵省、厚生省、農

林省、通商産業省、運輸省令第１号。以下「省令」という。）、工場立地に関する準則（平成１０年大

蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省告示第１号。以下「法準則」という。）及びあきる

野市工場立地法地域準則条例（平成２５年あきる野市条例第５号。以下「条例」という。）に規定す

る特定工場に係る届出の手続きを定めることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要領において、使用する用語の定義は、法及び条例に定めるところによる。 

 （新設等の届出） 

第３条 法第６条第１項、第７条第１項及び第８条第１項並びに一部改正法附則第３条第１項に規定す

る届出を行おうとする者は、特定工場の新設又は変更を行おうとする日の９０日前までに、特定工場

新設（変更）届出書（様式第１号）に法第６条第２項（法第７条第２項及び法第８条第２項において

準用される場合を含む。）の規定により次に掲げる書類を添えて、市長に届け出なければならない。 

（１） 特定工場新設（変更）の主旨説明書（様式第２号） 

（２） 特定工場新設（変更）届出調書（様式第３号） 

（３） 省令第６条第２項第１号に規定する事業概要説明書（様式第４号） 

（４） 省令第６条第２項第２号に規定する生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施

設の配置図（様式第５号） 

（５） 省令第６条第２項第３号に規定する特定工場用地利用状況説明書（様式第６号） 

（６） 省令第６条第２項第８号に規定する特定工場の新設等のための工事の日程（様式第７号） 

（７） 兼業調書（様式第８号）（当該届出を行おうとする者が２以上の業種に属する場合に限る。） 

２ 前項の届出が、昭和４９年６月２８日に設置されている特定工場又は設置のための工事が行われて

いる特定工場の変更に係るものである場合は、法準則の備考１から３まで（当該特定工場が条 

例第３条に規定する対象区域内にある場合にあっては条例附則第２項）に規定する計算を行い、次に 

掲げる書類を添付するものとする。 

（１） 準則計算表（様式第９号） 

（２） 準則計算推移表（様式第１０号） 

３ 市長は、第１項の届出があったときは、その内容を確認し、当該届出をした者（以下「届出者」と

いう。）に対し、受理通知書（様式第１１号）を交付するものとする。 

４ 届出者は、第１項の届出の工事が完了した場合は、完了報告書（様式第１２号）により遅滞なく市

長に報告しなければならない。 

 （届出書類の省略） 

第４条 前条第１項の変更の届出において、既に届け出た事項の中で変更しないものがある場合は、当

該変更しない事項に係る届出書類を省略することができる。 

 （勧告） 

第５条 法第９条第１項の勧告は、工場立地法第９条第１項による勧告書（様式第１３号）により行う

ものとする。 



２ 法第９条第２項の勧告は、工場立地法第９条第２項による勧告書（様式第１４号）により行うもの

とする。 

 （変更命令） 

第６条 法第１０条第１項に規定する変更命令は、工場立地法第１０条第１項による変更命令書（様式

第１５号）により行うものとする。 

 （実施制限期間の短縮） 

第７条 市長は、第３条１項の届出の事項が、法第９条第１項各号及び第２項各号に該当しないと認め

られるときは、法第１１条第１項に規定する実施制限期間を新設又は変更の予定の日の３０日前まで

に短縮することができる。 

２ 市長は、前項による期間の短縮をする場合は、特定工場新設（変更）届出書に替えて特定工場新設

（変更）届出及び実施制限期間の短縮申請書（様式第１６号）により申請させるものとする。 

 （氏名等の変更の届出） 

第８条 届出者は、氏名若しくは名称又は住所に変更があったときは、氏名（名称、住所）変更届出書

（様式第１７号）により市長に届け出なければならない。 

 （承継の届出） 

第９条 届出者の地位を承継した者は、特定工場承継届出書（様式第１８号）により市長に届け出なけ

ればならない。 

 （廃止届） 

第１０条 届出者は、特定工場の敷地面積を９，０００平方メートル若しくは建築面積を３，０００平

方メートル以下にするとき又は特定工場を廃止するときは、特定工場廃止届出書（様式第１９号）に

より市長に届け出なければならない。 

 


